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東京23区で過去に起きた崖崩れを明らかにし行政と居住民が崖地防災において取り結んできた関係を俯
瞰した。都区内では戦前5mを超える大規模な自然崖崩壊が多発したが、戦後においては減少し、近年造成
宅地での小規模崩壊が起こっている。崖地防災手法の第一は居住民の崩壊リスク受容で、社会的弱者が崩

落の被害を被る「反社会的崖地防災」がある。第二は行政の「崖の改変」で、崩壊防止工事などの「直接

的崖地防災」と「崖の移転」を実施するものにわかれる。第三は「土地利用転換」による崖地防災手法で

あり、従前居住地の崖下からの「強制移住」、崖下公園化や商業地化がある。近年、”親崖”の思想に呼応
して行政も崖の保全を行なっている。行政と居住民は一方的関係からまちづくり型の対等な関係へと変化

してきた。崖地防災は「親崖」「保全」「まちづくり」の中心にあって前提条件となる。 
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1.	 本研究の目的と方法	 

 
   武蔵野台地の突端に位置する東京23区は、急傾斜地崩
壊危険箇所が592ヶ所存在する等1)、崖崩れの危険性が高

い地域でもある。例えば、戦前には5mを超える大規模な
自然崖崩壊が豪雨のたびに発生しており、近年でも造成

宅地における小規模な崖崩壊が起こっている。さらに、

今日ではゲリラ豪雨をはじめとして気候変動等を原因と

する崖崩れの頻発化も懸念される。もちろん、このよう

な崖崩れに対し戦前より様々な崖地防災が施されてきた

が、具体的にどのような策が講じられてきたのか、「都

市内崖崩れ」に対する防災手法に着目した研究は殆どみ

られない。 
  そこで、本研究では、まず東京23区内における崖崩れ
事例を朝日新聞東京縮刷版等より整理した上で、地図資

料・文献資料の分析と関係者へのインタビュー等を通し

て、都市内崖崩れに対する防災手法として代表的な5つの
手法を整理し、その歴史的経緯と今日の到達点を明らか

にすることとする。 
 
 

2.	 東京都区内の過去のがけ崩れ実態	 

 
(1)	 がけ崩れの実態	 

	 戦前は自然がけの崩壊が豪雨毎に多発した（表1）。朝
日新聞から抽出した事例は全35件であり、崩壊高さ（1
間＝1.8mで換算）が記事上で既知の19件のうち14件は5m
を超過する大規模崩壊であり、死者被害も出ている。 
  戦後期に入り都区内での崖崩れ事例は記事上にはみら
れず、唯一発見されたのは2000年台の3件で、全て造成宅
地での小規模崩壊となっている。そのうち1件は、2006
年の豪雨の際には目黒川河岸段丘の突端に位置する西五

反田三丁目の緑地帯の一部が崩壊する事故であった。 
 
(2)	 がけ崩れ被害者・崖下土地利用の実態	 

  戦前のがけ崩れの事例をみると、崖下がスラム若しく
は密集住宅地である場合が多い。実際にがけ崩れが発生

した四谷鮫河橋は松原岩五郎や紀田順一郎らがレポター

ジュを記した東京最大のスラム街であった。崩壊事例の

ある麻布谷町も鮫河橋と並ぶ貧困密集住宅街として当時

は認識されており、がけ崩れが発生した際も貧困民が被

害を受けている。一方で実際にはがけ崩れが起きなかっ 
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表1	 東京23区の過去の崖崩れ（朝日新聞より筆者作成）	 

年 場所 高さ 被害 
1890 本郷区向ケ丘弥生町2番地 6m 半壊1 
1890 本郷区元町1丁目4番地 3.6m なし 
1903 麻布区市兵衛町1丁目3番地 18m — 
1903 牛込区赤城元町1番地 5.1m 半壊4 
1909 四谷鮫河橋谷町1丁目 10.8m 倒壊1死者1 
1909 四谷鮫河橋谷町1丁目 10.8m 全壊1死者1 
1910 麹町山王 36m 倒壊死者有 
1910 四谷鮫河橋谷町1丁目 10.8m 倒壊死者有 
1920 田端800番地 9m 半壊1 
1920 四谷区船町61番地先 3m 倒壊6負傷有 
1921 南品川字仙台坂下1535番地先 18m 半壊1 
1935 小石川区音羽町鳩山一郎邸 数十m — 
1938 麻布区谷町5番地 5m 倒壊12死者多数 
1941 豊島区巣鴨6-1110 5.4m 半壊1 
1941 渋谷区◯田2-20 3m 半壊3 
1941 麻布区谷町82番地 36m 半壊1避難30 
1941 麻布区三河台13番地 3.6m 避難7 
1941 小石川区関口町194番地 18m — 
2003 港区赤坂中学校校庭裏 1-2m なし 
2004 品川区西五反田3丁目 2m なし 
2004 品川区西品川1丁目 1.5m 半壊2 

 

 
図2	 	 1911年の切通し跡（文献7にに加筆）	 

 

 
図3	 急傾斜地崩壊危険箇所（赤）と土地条件図（黄色は高台）

（港区六本木地区）	 

たが、王子の鉄道切通し跡地（図2）にはバラック長屋が
戦後まで継続的に形成されていた。このように、崖下は

貧困民の居住地域であり、がけ崩れが起きた際に実際の

被害をうけるのは社会的弱者であった。 
	 一方、今日でも崖崩れの危険性が高いことは確かであ

る。急傾斜地崩壊危険箇所と土地条件図を重ね合わせて

みると（図3）、急傾斜地崩壊危険箇所は既成市街地に隣
接して指定されており、かつ、それは東京23区の知性的
特徴に起因するものであり、「都市内崖崩れ」への対応

は今日も求められることが分かる。 
 
3.	 がけ崩れ対策の諸手法	 

 
(1)	 放置	 

  崖の崩壊を防止する直接的な施策が取れなかった明治
初期までは、社会的弱者を政策誘導的に崖下に配置する、

若しくは彼らの崖下への居住を放置すると言う形で社会

的なレベルでの崖地防災（「反社会的崖地防災」）がな

された。新宿区若葉、旧町名四谷鮫河橋には、「1637年
に」「約20もの寺が、この地域の谷間の台地に『幕府の
政策で移され』」2)、門前の商業地と化した。明治当時

鮫河橋は「東京の最下層」3)であり、都内最大の1363戸
の住居が密集していた。1876年の地形図には谷町一丁目
の東側に「ナダレ地」の記載があり4)、1909年1910年に
は立て続けに崖崩れが発生した。朝日新聞はこれを、8
月13日の記事で「下は泣き上は笑ふ」のように崖下「貧
民窟」と崖上の伯爵夫人たちを対比させて記述しており
5）、社会的に崖地崩壊の危険性は認知されていながらも、

崖下民居住は崩壊を許容すべきという態度が現れている。

1941年には地名改変によって鮫河橋谷町は「若葉」、鮫
河橋南町は「南元町」となり、スラムクリアランスが進

行する。 
 
(2)	 強制移住	 

  崖地防災の手法の中でも最も強権的なものは崖下から
居住民を強制的に移住させる政策である。北区王子にあ

る十条台小学校南側には戦前の軍用鉄道のための切通し

（図2）と築堤が存在し、戦後の廃線によって崖下には石
神井川河川敷から在日外国人の移住が起こった。1980年
代まで放置された後、都市計画道路補助83号線の建設に
ともなって強制的な移住が行われた。現在は切通し後に

上下2段の都市計画道路が敷かれている。 
 
(3)	 崩壊防止工事	 

  一昨年の西日本豪雨をふまえて1969年に急傾斜地の崩
壊による災害の防止に関する法律（急傾斜地法）が制定

され、急傾斜地崩壊対策事業の枠組みで崩壊防止工事が

施工可能になった。 
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  新宿区赤城元町には都区内最大級の崖があり1903年に
は崖崩れも発生しているため、都内で初の急傾斜地崩壊

危険箇所に指定され1974年に都の単独事業で崩壊防止工
事が行われた。危険性に加えて、工事実施の背景には崖

下への印刷業の集積実態があり、鉛の有害業種指定も考

慮すると移転適地はなかった。工事は法枠工とコンクリ

ート覆工を主工事として行われた（図4）。現在も崖直下
には家屋が密集している。崩壊防止工事は砂防技術が確

立された上で、住居移転が不可能な密集地でかつ高低差

の大きい崖について工事施工が行われるが、その走りと

なる事例である。 
 
(4)	 市街地再開発型	 

  1969年の都市再開発法に基づいて市街地再開発事業が
進行し、その地形改変と土地利用転換によって副次的に

崖地防災の効果が発揮された。旧町名の麻布谷町（図5）
では過去に崖崩れが発生していた（表1）。 
  ここで東京都で初の市街地再開発計画である赤坂・六
本木地区再開発計画が行われた。1971年に東京都の再開
発適地調査で適地指定されると、森ビルによる「ARK計
画案」をベースとして都市計画決定により1986年にアー
クヒルズが完成した。従前地は崖下の窪地に住宅地が密

集している状況（図5）であった。崖上の市兵衛町に居住
していた永井荷風は「偏奇館の窗に倚りて対面の崖を眺」
10)められたと述べていることからも崖の間の窪地であっ

たことがわかる。住宅地は全て撤去し窪地は谷埋盛土が

行われ、崖の落差が解消された。居住空間を土地利用転

換によって商業地化し、崖崩れの起きていた谷町62番地
の箇所はビルの屋上公園として崖が露出しない形で再整

備された（図6）。 
 
(5)	 まちづくり型	 

  1980年に地区計画制度が成立し、その後1992年の都市
計画法・建築基準法の同時改正によって密集市街地解消

の方法はまちづくり地区計画を中心としたものに変わり、

その中に崖地防災を付随的に盛り込むようになった。新

宿区若葉では1990年台に居住民・行政・ディベロッパー
からなるまちづくりの会・協議会が設立された。若葉地

区のまちづくりの出発点は「災害に強いまちづくり」11)

であり、崖の安全化への要望が住民側から浮上した。地

区計画では崖から6mのセットバックを設け（図7）共同
建て替えを促進して密集市街地解消と同時に崖地防災を

行なっている。 
 
(6)	 その他の手法	 

移転	 住宅密集度のそれほど高くない地域においてはが

け地等近接危険住宅移転事業によって移転費用の補助が

なされるが東京都区内においては実施の例がない。 

 
図4	 	 赤城元町コンクリート覆工（筆者撮影）	 

	 

 

図5	 	 1886年の麻布谷町（文献9）	 

 

 
図6	 	 六本木の屋上公園（筆者撮影）	 	 
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風致公園化	 板橋区赤塚公園は東京都によって風致公園

に指定し、建築規制等をかけることにより、公園の北端

を走る武蔵野台地の崖線の緑地帯の保全と同時に防災の

効果を発揮している。 
土地区画整理型	 杉並区の和泉がけ公園はその名の通り

崖地を一部に含む公園であり、土地区画整理事業によっ

て従前住宅地だった崖下の一角を公園として整備し、居

住区域から外した。 
まちづくり型（低密地域）	 板橋区西台地区では住民の

意向を反映して地区内の緑地を積極的に保全しながらま

ちづくり地区計画に崖地防災の文言を組み込んでいる。

都の中心部ほど密集度が高くない地域であり、低密地域

でもまちづくり型の防災を進めようとする事例である。 
「みなし防災」	 低密地域では崖下に住宅ほど災害危険

性の高くない施設が存在するとき崖地防災の効果を発揮

するとみなせる。例としては、板橋区赤塚公園の崖下す

ぐ北側を走る道路の存在、等々力渓谷公園のすぐ下を流

れる谷沢川がある。 
 
4.	 結論	 

 
(1)	 行政の崖地防災手法の強権性の変遷	 

  戦前の段階において崖地防災は、まず鮫河橋に見られ
るように崖の放置によって社会的弱者に崩壊リスクを許

容させる「反社会的崖地防災」もしくは、北区王子のよ

うな強制移住政策など、強権的な施策が主流だった。戦

後、赤城元町での崩壊防止工事などを始めとした直接的

な対策が可能となり、近年では新宿区若葉地区など、ま

ちづくりのなかに付随的に組み込むといった協調型の崖

地防災手法へと行政手法の強権性が低下する方向へと変

化してきた。 
(2)	 崖下の危険性低下	 

  がけ崩れ実態で述べたとおり、劣悪な崖下環境で大規
模な自然崖崩壊が東京都区内でも豪雨毎に多発していた

が、行政の強権的な施策の効果もあって近年では崖崩れ

自体は造成宅地での小規模な崩壊に限定されるようにな

った。また、若葉地区のように崖が崩れた場合も考慮し

て崖からのセットバックをとることを地区計画に盛り込

むといったことも、住民の要望の結果として実現するよ

うになってきた。 
(3)	 がけ崩れに対する居住民の理解	 

  明治においては崖は上下の居住の質の差を明確に表す
境界線の役割も果たしており、崖下にあるスラムの人々

は崩壊のリスクを受動的に許容せざるを得なかった。一

方近年では居住民から崖の安全化の要望を出し行政と対

等な関係で崖地防災に向きあうように変化してきた。 
(4)	 社会的な「都市内がけ崩れ」の危険認識	 

  戦前は大規模な自然崖の崩壊が多発していたことに加 

 
図7	 	 若葉地区計画計画図（文献11）	 

 
え新聞報道が数多く存在し、社会的レベルでの崖崩れへ

の認知は高かった。行政の崖地防災施策によって大規模

崩壊が減少し、近年では社会的には大規模崩壊が減少し

たため、「都市内がけ崩れ」の危険性はそれほど認知さ

れなくなった。 
 
  環境重視の政策に沿った近年の新しい傾向として崖地
を緑地として保全する、崖に親しむ空間を作るという思

想が散見されるようになってきた。しかし、それらも崖

地防災が前提として存在するからこそ可能な思想であり、

「都市内がけ崩れ」に対する社会的な危険認識が低下し

ている現在に保全の側面のみが注目されることは望まし

くない。戦前からの連綿と続く上記のような施策の上に

成立する”親崖”であることを再認識する必要がある。 
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